熊経協発第１５号 
平成２９年５月１５日

経営者・人事労務総務実務担当者　各位
熊本県経営者協会

会長　浅山　弘康
熊本県経営者協会創立70周年記念　経協・経営法曹会議セミナー
人事労務担当者が知っておきたい育児介護休業法における

～不利益な取り扱い・不利益な算定とは～
新緑の候、ますますご健勝のことと存じます。
育児介護休業法に「～解雇その他不利益な取り扱いをしてはならない」とあり、その不利益な取り扱いの例示に「減給をし、又は賞与等において不利益な算定を行うこと」とあります。ちなみに、育児休業、介護休業期間中において、現に働かなかった時間について、賃金を支払わないことは不利益な算定になるのでしょうか？実務上、昇給、賞与支給の際など疑問に思われる方も多いかと存じます。
そこで、今回の経営法曹会議との共催セミナーは、森髙・吉見法律事務所の吉見　仁宏弁護士を講師に迎え、このような事例をもとにいくつかの裁判例を踏まえつつ詳しく解説していただきます。ぜひご参加ください。
記

開催日　　平成２９年６月１９日（月）　午後２時００分から４時００分まで
会　場　　熊本市国際交流会館　４階第１会議室　　
熊本市中央区花畑町４－８（３５９－２０２０）
講　師　　森髙・吉見法律事務所　　吉見　仁宏弁護士
会　費　　無　料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
＊6月12日(月)までＦＡＸでお申し込みください。
切り取り線
熊本県経営者協会（ＦＡＸ　096-359-2806）宛て

「不利益な取り扱い・不利益な算定とは」　　　　　　　　　　　　H29・6・19　熊本市国際交流会館
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